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国
民
年
金

こ
ん
な
と
き
に
は
届
出
が
必
要
で
す

　

国
民
年
金
は
、
日
本
に
住
む
20
歳
以
上
60
歳
未
満

の
す
べ
て
の
人
が
加
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

届
出
は
加
入
す
る
時
だ
け
で
な
く
、
被
保
険
者
種
別

が
変
わ
っ
た
と
き
に
も
必
要
で
す
。
も
し
、
届
出
さ

れ
な
か
っ
た
場
合
、
年
金
額
が
少
な
く
な
っ
た
り
受

け
取
れ
な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
の
で
、
必
ず
届
出
を

し
ま
し
ょ
う
。

国民年金の加入種別
◆第１号被保険者
対象者 　自営業や農業・漁業の方とその配偶者、20歳以上

の学生など。
※加入や種別変更の手続きは、加入者が市役所の国民年金担
当窓口で行います。
◆第２号被保険者
対象者 　会社や官公庁にお勤めの方（厚生年金や共済組合

に加入している方）。
※加入手続きは、会社や官公庁が行います。
◆第３号被保険者
対象者 　国民年金の第２号被保険者に扶養されている配偶

者の方。
※届出は、配偶者の勤務先を通じて行います。

届出が必要なとき 異動の内容 持参するもの 届出先

20歳になったとき
（厚生年金や共済年金
加入者を除く）

第１号被保険者となります。 ・印鑑

神埼市役所
市民課
または
各総合支所
市民福祉課

退職したとき
（厚生年金や共済年金
加入者の場合）

第２号被保険者から第１号被
保険者になります。（第３号
被保険者に該当する場合を除
く）

・印鑑
・年金手帳
・雇用保険被保険者
  離職票等

配偶者に扶養されて
いたが、配偶者が厚
生年金や共済年金を
辞めたとき

第３号被保険者から 第１号被
保険者となります。

◎問い合わせ先
　佐賀年金事務所
　☎ 31－ 4191
　神埼市役所 市民課
　☎ 37－ 0115
　千代田総合支所
　市民福祉課　
　☎ 44－ 3071
　脊振総合支所
　市民福祉課　
　☎ 59－ 2111

有
料
広
告

有
料
広
告

初
心
者
の
方
も
お
気
軽
に
ご
参
加
く

だ
さ
い
！

情
報
化
セ
ミ
ナ
ー

in
神
埼
市

○
と
き　

６
月
25
日
（
土
）

○
と
こ
ろ　

千
代
田
町
保
健
セ
ン
タ
ー

○
内
容

【
初
心
者
向
け
】

①
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
教
室

　

ネ
ッ
ト
基
本
操
作
を
説
明
し
ま
す
。

②
テ
レ
ビ
で
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
教
室

　

活
用
方
法
を
実
演
方
式
で
紹
介
。

③
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
セ
ミ
ナ
ー

　

様
々
な
疑
問
を
解
消
し
ま
す
。

④
携
帯
電
話
教
室

　

ド
コ
モ
「
ら
く
ら
く
ホ
ン
」
の
操

作
方
法
を
説
明
し
ま
す
。

【
中
級
者
向
け
】

⑤
ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
活
用
術

　

ツ
イ
ッ
タ
ー
や
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク

の
解
説
や
活
用
術
を
紹
介
。

○
開
催
時
間

　

①
・
②
・
④
・・・

　

午
前
10
時
か
ら
午
後
0
時
半
ま
で

　

③
・
④
・
⑤
・・・

　

午
後
１
時
半
か
ら
４
時
ま
で

※
参
加
は
無
料
。

※
定
員
は
各
講
座
20
人
で
す
。

◎
申
込
・
問
い
合
わ
せ
先

　

佐
賀
県
高
度
情
報
化
推
進
協
議
会

事
務
局

　

☎
２
５

－

７
０
３
５
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◎問い合わせ先
　神埼市役所　市民課　☎ 37－ 0115
　千代田総合支所　市民福祉課　☎ 44－ 3071
　脊振総合支所　市民福祉課　☎ 59－ 2111

◎問い合わせ先
　神埼市役所　税務課　☎ 37－ 0114　市民課　☎ 37－ 0115
　千代田総合支所　市民福祉課　☎ 44－ 3071
　脊振総合支所　市民福祉課　☎ 59－ 2111

有
料
広
告

有
料
広
告

　～国保の広域化の検討が行われています～
　平成 22年５月の国民健康保険法の改正に伴い、佐
賀県では、国民健康保険業の運営の広域化や国民健
康保険の財政の安定化を推進するため、県内全市町
長等で組織された「佐賀県市町国民健康保険広域化
等連携会議」の検討を経て、平成 22年 12月に、市
町村に対する支援の方針（広域化支援方針）が策定
されました。
　支援方針の概要として
　１．事業運営の広域化
　２．財政運営の広域化
　３．保険税算定方式の統一化
　４．市町国保財政の赤字解消
などが盛り込まれています。
　今後、平成 25年度までは、「支援方針」内容の検証・

離職者（倒産・解雇などによる離職）の国民健康保険税
が軽減されます
　会社の倒産・リストラなどにより職を失った方は、平成 22年
度から申請により国民健康保険税が軽減されています。
①要件…会社の都合、もしくは契約期間満了などで解雇された方
　（65歳未満の方）　
②必要な書類…雇用保険受給資格者証（ハローワークより交付）
③申請手続き
　特例対象被保険者（非自発的失業者）該当申告書に、雇用保険
受給資格者証を添付し、申請を行ってください。
　※申告書は窓口に用意しています。
④国保税の軽減額
　軽減額は、前年の給与所得を100分の30とみなして算定します。
　※詳しくは、お問い合わせください。

医療費の一部負担金の減免・徴収猶予制度
　国保の被保険者の方で、医療機関への一部負担金
の支払いが経済的な理由などでお困りの方には、医療
費の一部負担金の減免・徴収猶予の制度があります。
○対象
　国保の被保険者で、生活保護世帯に準じる程度に
困窮している方。
※詳しくは、お問い合わせください。

　国民健康保険税の限度額が
　変わりました
　地方税法施行令の改正により、平成
23 年度から国民健康保険税の限度額
が医療分が 50万円から 51万円、支援
分が 13万円から 14万円、介護分が 10
万円から 12万円に改定されました。

見直し等を行うため、随時、策定に向けた協議が開
催されることになっています。
　協議された内容は、毎年９月までに「支援方針」
を修正し、国へ報告することになっています。
また、県を単位とした国保の広域化の実施目標年度
は、平成 30年度とされています。

国民健康保険だより

現行限度額

医療分 ５０万円
支援分 １３万円
介護分 １０万円
合　計 ７３万円

⇩
改定後限度額

医療分 ５１万円
支援分 １４万円
介護分 １２万円
合　計 ７７万円




